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長野市都市内分権基本方針 策定方針（案） 

 

１ 趣旨 

  本策定方針は、これまでの長野市都市内分権推進計画（第一期：平成 18～21

年度、第二期：平成 22～26 年度、第三期：平成 27～31 年度）の後継となる、長

野市都市内分権基本方針の策定に係る基本的事項を定める。 

 

２ 名称 

  「長野市都市内分権基本方針」とする。 

 

３ 期間 

  令和４年度を初年度とし、終期は定めないものとする。 

  ただし、社会情勢の変化等によって、必要に応じ柔軟に内容を見直す。 

 

４ 方向性 

  平成 18 年１月に長野市都市内分権審議会から提示いただいた「都市内分権に

ついて（答申）」に基づき、第一期から第三期までの長野市都市内分権推進計画

において推進してきた「長野市版都市内分権」の大きな流れを継承するとともに、

住民自治協議会の独自性や自主性に配慮しながら、適切な役割分担を行った上で、

持続可能な住民活動として定着できるようにしていくことを目指すという目的

から、新たな次期計画を策定するのではなく、「長野市版都市内分権」の方向性

を大局的な視点から定めた基本的な方針を策定することとする。 

 

５ 留意点 

  次に掲げる事項に特に留意することとする。 

 (1) 地区の独自性や自主性に配慮しながら、市と住民自治協議会の適切な役割分

担を行った上で、中長期的視点で地域の担い手の育成や「新しい生活様式」に

対応した見直し等を盛り込んだものとする。 

 (2) 令和元年 10 月に実施した「住民自治協議会運営に係るアンケート調査」の

分析結果を考慮する。 

 (3) 住民自治協議会の負担軽減に向けた必須・選択事務等の見直しに係る検討内

容を考慮する。 

 (4) 「第五次長野市総合計画 前期基本計画」及び現在策定中の「後期基本計画」

の策定方針との整合を図る。 

 (5) 基本方針（案）について、「まちづくり意見等公募制度」に基づくパブリッ

クコメントを実施する。 

 (6) 長野市におけるＳＤＧｓ取組方針に基づき、ＳＤＧｓの視点を取り入れる。 
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６ 体制 

 (1) 庁外 

  ア 長野市都市内分権審議会 

    適宜、審議会を開催し、審議いただくこととする。 

    市は、審議会でいただいた御意見等を最大限尊重し、基本方針を決定する。 

 

  イ 長野市住民自治連絡協議会理事会 

    進捗具合に応じて、適宜、情報共有を図ることとする。 

 

 (2) 庁内 

  ア 部長会議 

    進捗具合に応じて、適宜、会議に諮るものとする。 

 

  イ 政策会議 

    必要に応じて、住民自治協議会の負担が大きい分野（福祉等）の関係部局

長出席による協議を行う。 

 

  ウ 事務見直し検討会議 

   (ｱ) 必須・選択事務の見直し 

     必須・選択事務の担当課との間で、住民自治協議会の負担軽減に向けた

見直し検討を行う。 

   (ｲ) 必須・選択事務以外の事務の見直し 

     必須・選択事務以外で、例年住民自治協議会へ依頼している事務の洗い

出し及び改善に向けた協議を行う。 

 

 (3) 事務局 

   策定の主管課は、地域・市民生活部地域活動支援課とする。 
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７ 体系 

  基本方針は、第三期長野市都市内分権推進計画の基本理念を継承し、この理念

を実現するために必要な体系で策定する。 

 

８ 策定スケジュール 
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９ 全体スケジュール 

 

 

 


